
 

 

 

周南市市民館跡地エリア整備基本構想・基本計画策定支援業務 仕様書 

 

１．業務名称 

周南市市民館跡地エリア整備基本構想・基本計画策定支援業務 

 

２．業務目的 

本業務は、子育て支援の充実や市民の文化力向上、まちの賑わいの創出を図るため、本市の都心軸の一

角を形成する市民館跡地及びその周辺について、令和６年１２月にとりまとめた「周南市市民館跡地利活

用構想」（以下、「利活用構想」という。）及び「(仮称)周南市文化小ホール基本構想・基本計画【中間報

告】」（以下、「中間報告」という。）を踏まえたエリア整備構想・計画の策定を目的とする。 

 

３．履行場所 

 周南市内 

 

４．事業対象地 

  周南市岐山通１-４、周南市児玉町１-１、周南市児玉町１-２、桜馬場通１-１、桜馬場通１-１-２及び

その周辺 

 

５．委託期間 

 契約締結日から令和８年１２月３１日まで 

 

６．業務内容 

⑴ 市民館跡地エリア整備基本構想の策定支援 

 ①前提条件の整理（利活用構想及び中間報告を引用） 

  ア これまでの経過と背景 

イ 市民館跡地及びその周辺の現状整理 

  ウ 上位・関連計画の整理 

  エ 市の関連施設及び関連部局の現状整理 

 ②市のこども・子育てを取り巻く状況の整理 

  ア 市のこども・子育てを取り巻く状況 

  イ 「周南市こども計画」を踏まえた方向性 

③文化芸術を取り巻く状況の整理（利活用構想及び中間報告を引用） 

  ア 文化芸術に関する社会的潮流の分析 

  イ 市内の文化施設の現状整理 

  ウ まちづくりへの波及効果 

  ④跡地エリア整備のコンセプト 

  ア 基本理念 

  イ 基本的な役割 

  ウ 整備方針 

 



 

 

 

⑵ 市民館跡地エリア整備基本計画の策定支援 

 ①具体的な施設、施設規模や機能等の検討 

  ア 施設構成 

  イ 基本性能の整理 

  ウ ゾーニング・配置計画 

  エ 周辺交通環境への配慮 

 ②事業の進め方 

  ア 事業手法の検討（PPP・PFI手法整理までの簡易な検討とする） 

  イ 概算事業費 

  ウ 補助制度の調査 

  エ 財政負担等の考え方 

 ③整備スケジュールの検討（事業化に向けたスケジュールを整理） 

 

⑶ 有識者検討会議の開催支援（令和７年度：１回、令和８年度：４回を予定） 

 ア 会議運営の補助 

 イ 会議資料及び議事録等の作成支援 

 ウ 委員選任の支援 

 エ 委員の招聘（旅費、報酬の支払いを含む） 

 

⑷ ワークショップ等の開催支援（令和８年度：５回を予定） 

 ア 実施要領の作成 

 イ 募集チラシの作成（印刷費は含まない） 

 ウ ワークショップの開催（施設利用料は含まない） 

 エ ニュースレターの作成（ホームページでの公開を想定） 

 

⑸ 独自提案 

 

７．打合せ 

業務実施に必要な打合せを実施する。打合せは、業務着手時より対面またはオンライン方式で月１回程度

行い、受託者はその記録簿を作成し、本市に提出すること。 

 

８．検査 

⑴ 本業務が完了した時は、受託者は本市に業務完了届及び成果品を提出し、本市の検査を受けること。 

⑵ 本業務の完了期限前であっても、本市があらかじめ成果品等の提出期限を指定した場合は、受託者は

その指定する期限までに、その時点における成果品等を提出し、検査を受けること。 

 

９．管理技術者および照査技術者 

本業務における管理技術者および照査技術者については、次のいずれかの資格保有者であるものとする。

また、照査技術者は管理技術者と兼任できない。 

⑴ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条に規定する技術士（都市及び地方計画） 



 

 

 

⑵ 一般社団法人建設コンサルタンツ協会が付与するシビルコンサルティングマネージャーの資格保有者

（都市計画及び地方計画） 

 ⑶ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に定める一級建築士  

 

１０．成果品 

 受託者は、次に掲げるものを成果品として納品すること。 

⑴ 業務報告書  １部（Ａ４版、縦型、製本） 

⑵ 業務完了までの議事録及び関連資料  １部 

⑶ 上記に係る電子データ（word、excel、jww 等）  一式 

 

１１．委託料の支払い 

 委託料の支払いは、履行確認後、受託者の請求により支払う。（各年度１回） 

 

１２．その他 

⑴ 成果品の所有権、著作権等の知的財産権その他一切の権利は本市に属するものとする。 

⑵ 成果品に誤りや不備が発見された場合は、委託期間完了後であっても受託者の責任において無償で訂

正を行うものとする。 

⑶ 資料及び報告書等は、見やすく、読みやすく、分かりやすいものとなるよう心掛け簡潔で明瞭な文章

表現に努めるとともに、グラフや表等を必要に応じて作成し、レイアウト等にも配慮すること。 

⑷ 本業務の詳細については、本市の指示に従うものとし、業務の遂行上、疑義が生じた場合には、本市

と受託者において、その都度協議することとする。 

 

１３．業務の適正な実施に関する事項 

⑴ 関係法令等の遵守 

関連する法規がある場合は当該法規を遵守するとともに、中立的・客観的に本業務を遂行すること。 

⑵ 業務の一括再委託の禁止 

受託者は、受託者が一括して第三者に委託し、又は請け負わせることができない。ただし、業務を効率

的に行う上で必要と思われる業務については、本市の承認を得たときは、業務の一部を委託することがで

きる。 

⑶ 個人情報保護 

受託者が本業務を行うにあたって個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守

すること。また、本業務終了後も同様とする。 

⑷ 守秘義務 

受託者は本業務を履行するにあたり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益ために利用す

ることはできない。また、本業務終了後も同様とする。 

⑸ 業務の継続が困難となった場合の措置について 

本市と受託者との契約期間中において、受託者による業務の継続が困難になった場合の措置は次のとお

りとする。 

ア 受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合 

受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、本市は契約の解除ができる。



 

 

 

この場合、本市に生じた損害は、受託者が賠償するものとする。なお、次期受託者が円滑かつ支障なく

本業務を遂行できるよう、引き継ぎを行わなければならない。 

イ その他の事由により業務の継続が困難となった場合 

災害その他不可抗力等、本市及び受託者双方の責に帰することができない事由により業務の継続が困

難となった場合、業務継続の可否について協議するものとする。一定期間内に協議が整わない場合、そ

れぞれ、事前に書面で通知することにより契約を解除できるものとする。なお、契約の解除などにより

次期受託者に業務を引き継ぐ際は、円滑な引き継ぎに協力するとともに、必要なデータを遅滞なく提供

しなければならない。 

⑹ 暴力団等による不当介入への対応について 

ア 受託者は契約の履行に当たって暴力団又は暴力団員等から事実関係及び社会通念等に照らして合理

的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、

市長及び周南警察署長へ通報しなければならない。なお、正当な理由がなく通報がない場合は入札参

加資格停止の措置を行うことがある。 

イ 受託者は、暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に業務を完了す

ることができないときは、契約書に基づき協議を行うものとする。 

 

１４．留意事項 

この仕様書は、本市が想定する最低限の業務概要を示すもので、目的達成のために必要と考えられる事業

者の提案内容を制限するものではない。  



 

 

 

【別記】 

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項） 

第１ 受注者は、この契約による業務の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第

57 号）及び以下の事項を遵守し、個人の権利利益を害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行

わなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第２ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。この契

約による業務が終了し、又はこの契約が解除された後においても同様とする。 

 

（取得の制限） 

第３ 受注者は、この契約による業務を実施するために取得する個人情報については、当該業務を達成するた

めに必要な範囲内で、適法かつ適正な方法により取得しなければならない。 

 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 受注者は、発注者の指示又は承認があるときを除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報を

契約の目的以外のために利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（適正管理） 

第５ 受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、毀損の防止その他の個人情

報の適切な管理のため、アクセス制限の設定、個人情報が記録されている媒体の管理その他の必要な措置

を講じなければならない。 

２ 受注者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定め、内部における責任体制を確保しな

ければならない。 

３ 受注者は、この契約による業務の従事者に対して、その在職中であると職を退いた後であるとを問わず、

業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことその

他個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。 

 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第６ 受注者は、この契約による業務を派遣労働者、契約社員その他正社員以外の労働者に行わせる場合は、

正社員以外の労働者に、この契約に基づく個人情報の取扱いに関する一切の義務を遵守させるものとする。 

２ 受注者は、発注者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うものと

する。 

 

（複写・複製等の禁止） 

第７ 受注者は、発注者の指示又は承認がある場合を除き、この契約による業務を実施するために発注者から

引き渡された個人情報が記録された資料等の複写、複製、又は持ち出しを行ってはならない。 

 



 

 

 

（再委託の禁止） 

第８  受注者は、この契約による業務を実施するための個人情報の処理は自ら行うものとし、発注者の承認

があるときを除き、第三者にその取扱いを委託（受注者の子会社（会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）に委託する場合を含む。）又はこれに類する行為（以下「再委

託」という。）をしてはならない。 

２ 受注者は、前項の承認を得て再委託をする場合には、再委託先に対し、発注者及び受注者と同様の安全

管理措置を講じなければならいことを周知するとともに、この契約に基づく個人情報の取扱いに関する一

切の義務を遵守させるものとする。 

 

（再委託に係る連帯責任） 

第９ 受注者は、再委託先の行為について、再委託先と連帯してその責任を負うものとする。 

 

（再委託先に対する管理及び監督） 

第 10 受注者は、再委託をする場合には、再委託をする業務における個人情報の適正な取扱いを確保するた

め、再委託先に対し適切な管理及び監督をするとともに、発注者から求められたときは、その管理及び監

督状況を報告しなければならない。 

 

（返還、廃棄又は消去） 

第 11 受注者は、この契約による業務を実施するために発注者から引き渡され、又は受注者自らが取得し、若

しくは作成した個人情報が記録された資料等について、業務完了後、直ちに発注者の指示に基づいて返還、

廃棄、又は消去しなければならない。 

２ 受注者は、前項の資料等を廃棄する場合、記録媒体を物理的に破壊する等個人情報が判読、復元できな

いように確実な方法で廃棄しなければならない。 

 

（遵守状況に関する報告） 

第 12 受注者は、発注者からこの特記事項の遵守状況について報告を求められた場合には、直ちにその状況

を発注者に報告しなければならない。 

 

（監査等） 

第 13 発注者は、この契約による業務の実施に伴う個人情報の取扱いについて、この特記事項の規定に基づ

き必要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受注者及び再委託先に対して、監査、実

地検査又は調査（以下「監査等」という。）を行うことができる。受注者及び再委託先は、合理的事由のあ

る場合を除き、発注者又は発注者の指定した者の行う監査等に協力しなければならない。 

２ 発注者は、前項の目的を達成するため、受注者及び再委託先に対して必要な情報を求め、又はこの契約

による業務の実施に関して必要な指示をすることができる。 

 

（事故発生時における報告等） 

第 14 受注者は、この契約による業務に関し個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の確保に

係る事態が発生し、又は発生するおそれのあること（再委託先により発生し、又は発生するおそれがある

場合を含む。）を知ったときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示のもとセキュリティ上の補完、情



 

 

 

報の修復等の措置をとるとともに再発防止の措置を講じなければならない。 

２ 発注者は、前項の事態が発生した場合には、個人情報の取扱いの態様、損害の発生状況等を勘案し、受

注者及び再委託先の名称等の必要な事項を公表することができる。 

 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第 15 発注者は、受注者がこの特記事項に定める義務を履行しない場合又は法令に違反した場合には、この

契約を解除することができる。 

２ 受注者は、この特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより発注者又は第三者が損害を被っ

た場合には、その損害を賠償しなければならない。 


